
島 根 県 報号外第���号 平成��年��月��日 (�)

平成��年��月��日（火)

�� �����
（毎週火・金曜日発行）
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技能労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 （人 事 課） �

技能労務職員の期末手当の特例に関する規則 （ 〃 ） �

����

島根県企業職員の期末手当の特例に関する規程 �

����

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 （教育庁総務課） �

最高号給を超える給料月額を受ける教職員の給料の切替え等に関する規則 （ 〃 ） �

労務職員の給与に関する規則等の一部を改正する規則 （ 〃 ） �

労務職員の期末手当の特例に関する規則 （ 〃 ） ��

����

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 ��

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 ��

最高号給を超える給料月額等を受ける職員の給料の切替え等に関する規則 �	

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則 ��

最高号給を超える給料月額を受ける教育職員の給料の切替え等に関する規則 ��
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◇������������ ���!"#$%� ��（規則第��
号）

� 規則の概要

� 給料表の改正（別表第�関係）

� 給料の調整額の調整基本額表の改正（別表第�関係）

� その他規定の整理

 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。

◇�������&'()�*���� ��（規則第���号）

� 規則の概要

� 減額内容（第�条関係）

平成��年��月に支給する期末手当の額を、規則第��
号により改正された後の規定及び技能労務職員の

給与の特例に関する規則（以下「特例規則」という。）の規定により算定される期末手当の額から次に掲

げる額の合計額に相当する額を減じた額とすることとした。

ア 平成��年�月�日において技能労務職員が受けるべき給料、扶養手当、住居手当、単身赴任手当（基

礎額）及び特地勤務手当（準ずる手当を含む。）の月額（給料及び特地勤務手当の月額については、特

例規則の規定による減額後の額）の合計額に���分の��
�を乗じて得た額に、同年�月から同年��月ま

での月数（以下「調整月数」という。）を乗じて得た額
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島 根 県 報

� �

技能労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	


技能労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

技能労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条の�第�項中「別表第�」を「、別表第�」に改める。

別表第�を次のように改める。

号外第�	�号 平成��年��月��日(�)

イ 平成��年
月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額（特例規則の規定による額の合計額）に�		

分の	���を乗じて得た額

� 調整月数の特例（第条関係）

平成��年月から同年��月までの間に、在職しなかった期間等がある技能労務職員の調整月数は、当該

期間等がある月数を調整月数から減じた月数とすることとした。

� 施行期日

平成��年��月�日から施行することとした。
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島 根 県 報号外第���号 平成��年��月��日 (�)

����（第�条関係）

技 能 労 務 職 給 料 表

職員の区分
職 務 の 級 � 級 � 級

号 給 給 料 月 額 給 料 月 額

再任用職員

以外の職員
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島 根 県 報

別表第�を次のように改める。

� �

（施行期日）

� この規則は、平成��年��月�日から施行する。

（最高号給を超える給料月額の切替え等）

� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において職務の級における最高の号給を超える給料月額を受

けていた職員の施行日における給料月額は、附則別表の旧給料月額欄に掲げる施行日の前日におけるその者の給料月額

に対応する同表の新給料月額欄に定める給料月額とする。

� 前項の規定により施行日における給料月額を決定される職員に対する施行日以後における最初のこの規則による改正

後の技能労務職員の給与に関する規則第�条の規定により例によることとされている職員の給与に関する条例（昭和�	

年島根県条例第�号）第�条第
項ただし書又は技能労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（平成��年島

根県規則第��号）附則第�項若しくは第�項の規定の適用については、施行日の前日におけるその者の給料月額を受け

ていた期間を施行日におけるその者の給料月額を受ける期間に通算する。

（給料の切替え及び当該切替えに伴う措置）

� 職員の給料の切替え及び当該切替えに伴う措置については、この規則に定めるもののほか別に定める。

����

最高号給を超える職員の切替表

技能労務職員の期末手当の特例に関する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県知事 澄 田 信 義

�����	
��

技能労務職員の期末手当の特例に関する規則

号外第��号 平成��年��月�日(�)

��	�（第�条の�関係）

給料の調整額の調整基本額表

職務の級 調 整 基 本 額

� 級
	����円（�号給にあっては����円、�号給にあっては	����円、�号給にあっては	����円、�

号給にあっては	���円、�号給にあっては	���円）

� 級

����円（�号給にあっては���	�円、�号給にあっては����円、�号給にあっては��	�円、�

号給にあっては����円、�号給にあっては����円、�号給にあっては����	円、�号給にあって

は��	�円、
号給にあっては����円、�号給にあっては����円、��号給にあっては��	�円、

��号給にあっては�	��円）

旧給料月額 新給料月額

円

�������

����	��

�������

����	��

�������

円
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島 根 県 報

（期末手当の特例）

��� 平成��年��月�日に技能労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県規則第��号。以下「規則」という。）第

�条第�項に規定する給料表の適用を受ける技能労務職員（技能労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

（平成��年島根県規則第���号）の規定による改正後の規則（以下「改正後の規則」という。）第�条の規定によりそ

の例によることとされる職員の給与に関する条例（昭和�	年島根県条例第�号。以下「条例」という。）第��条の�第

�項後段の規定の適用を受ける技能労務職員を含む。以下「技能労務職員」という。）に平成��年��月に支給する期末

手当の額は、改正後の規則第�条の規定によりその例によることとされる条例第��条の�第�項から第�項まで又は第

�	条の�第�項、第�項若しくは第
項の規定にかかわらず、これらの規定及び技能労務職員の給与の特例に関する規

則（平成��年島根県規則第��号。以下「特例規則」という。）本則の規定により算定される期末手当の額（以下この条

において「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下「調整額」という。）に相当する額を減じた額とす

る。この場合において、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。

� 平成��年
月�日において技能労務職員が受けるべき給料、扶養手当、住居手当、単身赴任手当（規則第�条の規

定によりその例によることとされる条例第��条の�第�項に規定する人事委員会規則で定める額を除く。）及び特地

勤務手当（規則第�条の規定によりその例によることとされる条例第��条のの規定による手当を含む。以下この号

において同じ。）の月額（給料及び特地勤務手当の月額については、特例規則本則の規定による額をいう。）の合計

額に���分の���	を乗じて得た額（以下「第�号基礎額」という。）に、同年
月から同年��月までの月数（以下

「調整月数」という。）を乗じて得た額

� 平成��年�月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額（特例規則本則の規定による額の合計額をいう。）に

���分の���	を乗じて得た額

（調整額の特例）

��� 平成��年�月に期末手当又は勤勉手当を支給された技能労務職員のうち、同月�日から同年��月�日（同月に支

給する期末手当について改正後の規則第�条の規定によりその例によることとされる条例第��条の�第�項後段の規定

の適用を受ける技能労務職員にあっては、退職し、又は死亡した日。以下「基準日」という。）までの期間引き続き在

職した技能労務職員以外の技能労務職員にあっては、調整額は、前条の規定にかかわらず、同条第�号に掲げる額とす

る。

（調整額の算定基礎となる給与の額）

��� 第�条第�号に規定する合計額を算定する場合において、平成��年
月�日に当該合計額の算定の基礎となる給

料（同号に規定する給料をいう。以下同じ。）その他の給与の全額が支給された技能労務職員以外の技能労務職員の当

該合計額については、当該給料その他の給与の全額を支給されたものとみなして算定するものとする。

（在職しなかった期間等がある技能労務職員の調整月数の算定）

��� 平成��年
月�日から同年��月��日までの期間において、次の各号のいずれかに該当する期間がある技能労務職

員の調整月数は、当該期間の区分に応じ当該各号に掲げる月の数を調整月数から減じた月数とする。

� 技能労務職員として在職しなかった期間（基準日まで引き続いて在職した期間以外の在職した期間を含む。） 当

該期間のある月

� 休職期間（地方公務員法（昭和��年法律第�	�号。以下この条において「法」という。）第��条第�項又は職員の

休職の事由を定める条例（昭和��年島根県条例第
号）第�条の規定により休職にされていた期間（給料の全額を支

給された期間を除く。）をいう。）、専従休職期間（法第��条の�第�項ただし書に規定する許可を受けていた期間

をいう。）又は育児休業期間（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成年法律第���号）第�条第�項の規定

により育児休業をしていた期間をいう。） 当該期間のある月

� 停職期間（法第��条の規定により停職にされていた期間をいう。） 当該期間のある月であって、その月について

支給された給料の額が第�号基礎額に満たないもの

� 職員の育児休業等に関する条例（平成
年島根県条例第�号）第��条若しくは職員の休日及び休暇に関する条例

（昭和��年島根県条例第��号）第��条第項の規定により給与を減額された期間又は法第��条第�項の規定による許

号外第���号 平成��年��月��日 (�)



島 根 県 報

可を得て勤務しなかったことにより給与を減額された期間 当該期間のある月

� 規則第�条の規定によりその例によることとされる条例第��条の規定により給与を減額された期間 当該期間のあ

る月（前号に該当する月を除く。）であって、その月について支給された給料の額が第�号基礎額に満たないもの

（端数計算）

��� 第�号基礎額又は第�条第�号に掲げる額に�円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

� �

� この規則は、平成��年��月�日から施行する。

� この規則は、平成��年�月	�日限り、その効力を失う。

���	
�����

島根県企業職員の期末手当の特例に関する規程をここに公布する。

平成��年��月�
日

島根県知事 澄 田 信 義

���	
��������

島根県企業職員の期末手当の特例に関する規程

（企業職員の期末手当の特例）

��� 平成��年��月�日に島根県企業職員の給与に関する規程（昭和��年島根県公営企業管理規程第�号。以下「企業

職員規程」という。）の適用を受ける企業職員（企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和��年島根県条例第


号。以下「企業職員条例」という。）第��条及び第�	条に規定する企業職員を除く。以下「企業職員」という。）に

平成��年��月に支給する期末手当の額は、企業職員規程第�条の規定にかかわらず、同条及び島根県企業職員の給与の

特例に関する規程（平成�年島根県公営企業管理規程第�号。以下「特例規程」という。）第�条の規定により算定さ

れる期末手当の額（以下この条において「職員基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下「職員調整額」と

いう。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、職員調整額が職員基準額以上となるときは、期末手当

は、支給しない。

� 平成��年�月�日（同月�日から同年��月�日までの間に新たに企業職員となった者にあっては、新たに企業職員

となった日（当該日が�以上あるときは、当該日のうち最も遅い日））において企業職員が受けるべき給料、管理職

手当、初任給調整手当、扶養手当、調整手当、住居手当、単身赴任手当（企業職員規程第�条第�項の規定によりそ

の例によることとされる職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）第��条の�第�項に規定する人事委

員会規則で定める額を除く。）及び特地勤務手当（給与条例第��条の�の規定による手当を含む。以下この号におい

て同じ。）の月額（給与、管理職手当、調整手当及び特地勤務手当の月額については、特例規程第�条の規定による

額をいう。）の合計額に���分の��	�を乗じて得た額（以下「基礎額」という。）に、同年�月から同年��月までの

月数（以下「調整月数」という。）を乗じて得た額

� 平成��年�月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額（特例規程第�条の規定による額の合計額をいう。）に

���分の��	�を乗じて得た額

（調整額の特例）

��� 平成��年�月に期末手当又は勤勉手当を支給された企業職員のうち、同月�日から同年��月�日（同月に支給す

る期末手当について改正後の給与条例第�条の�第�項後段の規定の適用を受ける企業職員にあっては、退職し、又は

死亡した日。以下「基準日」という。）までの期間引き続き在職した企業職員以外の企業職員にあっては、職員調整額

は、前条の規定にかかわらず、同条第�号に掲げる額とする。

（調整額の算定基礎となる給与の額）

��� 第�条第�号に規定する合計額を算定する場合において、当該合計額の算定の基準となる日に当該合計額の算定

の基礎となる給料（第�条第�号に規定する給料をいう。以下同じ。）その他の給与の全額が支給された企業職員以外

号外第��
号 平成��年��月�
日(�)
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の企業職員の当該合計額については、当該給料その他の給与の全額を支給されたものとみなして算定するものとする。

（在職しなかった期間等がある企業職員の調整月数の算定）

��� 平成��年�月�日から同年��月��日までの期間において、次の各号のいずれかに該当する期間がある企業職員の

調整月数は、当該期間の区分に応じ当該各号に掲げる月の数を調整月数から減じた月数とする。

� 企業職員として在職しなかった期間（基準日まで引き続いて在職した期間以外の在職した期間を含む。） 当該期

間のある月

� 休職期間（地方公務員法（昭和��年法律第�	�号。以下この条において「法」という。）第�
条第�項の規定によ

り休職にされていた期間（給料の全額を支給された期間を除く。）をいう。）又は育児休業期間（地方公務員の育児

休業等に関する法律（平成�年法律第���号）第�条第�項の規定により育児休業をしていた期間をいう。） 当該

期間のある月

� 停職期間（法第�条の規定により停職にされていた期間をいう。） 当該期間のある月であって、その月について

支給された給料の額が基礎額に満たないもの

� 企業職員条例第�
条第�項の規定により給与を減額された期間又は法第�
条第�項の規定による許可を得て勤務し

なかったことにより給与を減額された期間 当該期間のある月

� 給与条例第��条の規定により給与を減額された期間 当該期間のある月（前号に該当する月を除く。）であって、

その月について支給された給料の額が基礎額に満たないもの

（端数計算）

��� 基礎額又は第�条第�号に掲げる額に�円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てるものとする。

� �

� この規程は、平成��年��月�日から施行する。

� この規程は、平成�
年�月��日限り、その効力を失う。

� � 	 
 � � �

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月�日

島根県教育委員会委員長 中 村 俊 郎

����	
�������

市町村立学校の教職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

市町村立学校の教職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第�条の�の前の見出しを削り、同条を同条第�項とし、同条に第�項として次の�項を加える。

条例第�
条第�項第�号の県教育委員会規則で定める額は、交通用具使用者通勤手当表（別表第�の�）の左欄に定

める区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。ただし、同条第�項第�号に規定する自動車以外を使用する

職員にあっては、同表に定める額の�分の�に相当する額（その額に���円未満の端数を生じたときは、これを切り捨

てた額）とする。

附則に次の�項を加える。

�� 市町村立学校の教職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）の施行の日に昇格又

は降格した教職員については、当該昇格又は降格がないものとした場合にその者が同日に受けることとなる給料月額を

同日の前日に受けていたものとみなして第��条の�又は第��条の�の規定を適用する。

別表第�の�を次のように改める。

号外第��号 平成��年��月�日 (�)
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別表第�の�の次に次の�表を加える。

������（第��条の�関係）

交通用具使用者通勤手当表

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

最高号給を超える給料月額を受ける教職員の給料の切替え等に関する規則をここに公布する。

号外第���号 平成��年��月��日(	)

�����	（第�
条の�関係）

給料の調整額の調整基本額表（中学校及び小学校教育職給料表）

職務の級 調 整 基 本 額

� 級
	���円 ��号給にあっては
�
��円、�号給にあっては
�		�円、�号給にあっては�����円、�

号給にあっては���
�円、�号給にあっては���
�円�

� 級

������円（�号給にあっては����	円、�号給にあっては��
	�円、�号給にあっては	��	�円、�

号給にあっては	����円、�号給にあっては	�		�円、�号給にあっては�����円、�号給にあって

は����
円、�号給にあっては��		�円、��号給にあっては������円、��号給にあっては���	��

円、��号給にあっては�����円）

� 級 ������円（�号給にあっては、����円）

� 級 ���
��円

自動車等の使用距離 通勤手当の額

片道�キロメートル未満 �����円

片道�キロメートル以上�キロメートル未満 �����円

片道�キロメートル以上��キロメートル未満 �����円

片道��キロメートル以上�キロメートル未満 �����円

片道�キロメートル以上�	キロメートル未満 ������円

片道�	キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上�
キロメートル未満 �����円

片道�
キロメートル以上��キロメートル未満 �
�	��円

片道��キロメートル以上�キロメートル未満 �	����円

片道�キロメートル以上�	キロメートル未満 ������円

片道�	キロメートル以上�キロメートル未満 ������円

片道�キロメートル以上
キロメートル未満 ������円

片道
キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上�キロメートル未満 ������円

片道�キロメートル以上�	キロメートル未満 ������円

片道�	キロメートル以上
�キロメートル未満 ������円

片道
�キロメートル以上

キロメートル未満 �����円

片道

キロメートル以上��キロメートル未満 �
����円

片道��キロメートル以上�キロメートル未満 �	�	��円

片道�キロメートル以上�	キロメートル未満 �����円

片道�	キロメートル以上 ��
��円
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平成��年��月��日

島根県教育委員会委員長 中 村 俊 郎

��������	
���

最高号給を超える給料月額を受ける教職員の給料の切替え等に関する規則

（最高号給を超える給料月額の切替え等）

��� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において市町村立学校の教職員の給与等に関する条例

（昭和��年島根県条例第�号。以下「市町村立学校給与条例」という。）別表第�又は職員の給与に関する条例（昭和

��年島根県条例第�号）別表第�若しくは別表第�のイの医療職給料表�の給料表に定める職務の級における最高の号

給を超える給料月額（市町村立学校給与条例別表第�の備考の規定の適用を受ける教職員にあっては、当該規定の適用

がないものとした場合の給料月額。以下同じ。）を受けていた教職員の施行日における給料月額（以下「新給料月額」

という。）は、次の式により算定した額とする。

��� 前条の規定により新給料月額を決定される教職員に対する施行日以後における最初の市町村立学校給与条例第��

条第	項ただし書又は市町村立学校の教職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（平成�
年島根県条例第��

号）附則第�項若しくは第	項の規定の適用については、その者の旧給料月額を受けていた期間（県教育委員会の定め

る教職員にあっては、県教育委員会の定める期間）をその者の新給料月額を受ける期間に通算する。

� 


この規則は、平成��年��月�日から施行する。

労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県教育委員会委員長 中 村 俊 郎

��������	
����

労務職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

別表を次のように改める。

号外第��号 平成��年��月��日 (�)

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給との差額 ×

その者の施行日の前日における給料月 － 施行日の前日におけるその者の属する職務の級に
額（以下「旧給料月額」という。） おける最高の号給の額

施行日の前日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給と
＋

の差額

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給の額

��（第�条関係）

給料の調整額の調整基本額表（技能労務職給料表）

職務の級 調 整 基 本 額

� 級
���円（�号給にあっては
����円、	号給にあっては����円、�号給にあっては�����円、�

号給にあっては��
��円、�号給にあっては����
円）

� 級

���円（�号給にあっては���
円、�号給にあっては�����円、	号給にあっては����円、�

号給にあっては�����円、�号給にあっては�����円、�号給にあっては����円、�号給にあって

は�����円、�号給にあっては�����円、�号給にあっては����円、�号給にあっては����円、

��号給にあっては�����円）
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� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

労務職員の期末手当の特例に関する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県教育委員会委員長 中 村 俊 郎

������	
�����

労務職員の期末手当の特例に関する規則

労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県教育委員会規則第��号。以下「労務職員規則」という。）第�条に規定

する島根県教育委員会事務局及び学校その他教育機関に勤務する労務職員に平成��年��月に支給する期末手当の額は、労

務職員規則及び準用される技能労務職員の給与に関する規則（昭和��年島根県規則第��号）の規定にかかわらず、技能労

務職員の期末手当の特例に関する規則（平成��年島根県規則第���号）の規定を準用して得られた額とする。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

� � � 	 
 � �

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

������	
������

職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則

職員の給与の支給に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第�号）の一部を次のように改正する。

第��条の	の前の見出しを削り、同条を同条第
項とし、同条に第�項として次の�項を加える。

条例第��条第
項第
号の人事委員会規則で定める額は、交通用具使用者通勤手当表（別表第�の
）の左欄に定め

る区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。ただし、同条第�項第
号に規定する自動車以外を使用する職

員にあっては、同表に定める額の
分の�に相当する額（その額に���円未満の端数を生じたときは、これを切り捨て

た額）とする。

第��条の��第項に次の�号を加える。

� 前項各号に定める日が平成��年�月�日から同年��月��日までの間にある職員 同項中「に受けていた」とあるの

は、「に係る給料及び扶養手当について職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��

号）の施行の日における同条例第�条の規定による改正後の条例の規定によるものとした場合の」とする。

第��条の��第項に次の�号を加える。

� 条例第��条の第�項に規定する異動又は公署の移転の日が平成��年�月�日から同年��月��日までの間にある職

員 前項中「受けていた」とあるのは、「係る給料及び扶養手当について職員の給与に関する条例等の一部を改正す

る条例（平成��年島根県条例第��号）の施行の日における同条例第�条の規定による改正後の条例の規定によるもの

とした場合の」とする。

別表第
を次のように改める。

号外第���号 平成��年��月��日(��)
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イ 公安職給料表

ウ 医療職給料表�

号外第���号 平成��年��月��日 (��)

����（第�条関係）

給料の調整額の調整基本額表

ア 行政職給料表

職務の級 調 整 基 本 額

� 級 �	���円


 級 �	���円

� 級 	���円（�号給にあっては、	���円）

� 級 �	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	��円

� 級 ��	���円

� 級 ��	��円

� 級 ��	��円

�� 級 ��	���円

�� 級 ��	���円

職務の級 調 整 基 本 額

� 級
	���円（
号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円、�

号給にあっては�	���円）


 級
�	���円（
号給にあっては�	���円、�号給にあっては	���円、�号給にあっては	���円、�

号給にあっては	��円）

� 級 �	��円（
号給にあっては	���円、�号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円）

� 級 ��	���円（�号給にあっては、��	���円）

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

�� 級 ��	���円

職務の級 調 整 基 本 額

� 級 �	���円


 級 	���円（
号給にあっては、�	���円）

� 級 �	���円（�号給にあっては�	���円、
号給にあっては�	���円）

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円
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エ 医療職給料表�

別表第�を次のように改める。

号外第���号 平成��年��月��日(��)

職務の級 調 整 基 本 額

� 級
�	���円（
号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	�円、�

号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円）


 級
�	���円（
号給にあっては�	��円、�号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	���円、�

号給にあっては�	���円、�号給にあっては�	�円、�号給にあっては�	��円）

� 級 ��	���円（�号給にあっては、�	���円）

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 ��	���円

� 級 �	��円
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����（第�条の��関係）

職員の区分

期間の区分

� 項 職 員
	項職員 
項職員

� 種 	 種 
 種 � 種 � 種

�年未満
円

������

円
������

円
������

円
�������

円
�������

円
������

円
������

�年以上	年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ ������

	年以上
年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ ������


年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ �����

�年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ ����

�年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ �����

�年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������ �����

�年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� �����

�年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� �����

�年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� �����

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

��年以上�年未満 ������ ������ ������ ������� ������� ������

�年以上��年未満 ������� ������ ������� ������ ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������ ������� ������� ����� ������

��年以上��年未満 ������� ������ ������ ������� ������ �����

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������� ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������ ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������ ������� ������� ������ ������

��年以上��年未満 ������ ������� ������� ������� ������ �����

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������ ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������� ������ ������

��年以上�年未満 ������� ������� ������ ������� ������ ������

�年以上��年未満 ������� ������� ������� ������� ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������� ����� ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������ ������ ����� �����

��年以上��年未満 ������ ������� ������� ����� ����� ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������� ������ ������ ������

��年以上��年未満 ������� ������� ����� ������ ����� ������

��年以上��年未満 ������� ������� ������ ����� ������ ������

��年以上��年未満 ������ ������ ����� ������ ������ �����

��年以上��年未満 ������ ������ ������ ������ ����� �����

備考 � この表において期間の区分欄に掲げる年数は、採用の日又は第�条の�各号の職員となった日以後の期

間を示す。

	 この表において、「�項職員」とは第�条の�第�項の職を占める職員を、「	項職員」とは同条第	

項の職を占める職員を、「
項職員」とは同条第
項の職を占める職員をいう。


 この表において、「�種」とは第�条の�第�項第�号の職を占める職員を、「	種」とは同項第	号

の職を占める職員を、「
種」とは同項第
号の職を占める職員を、「�種」とは同項第�号の職を占め

る職員を、「�種」とは同項第�号の職を占める職員をいう。



島 根 県 報

別表第�の次に次の�表を加える。

������（第��条の�関係）

交通用具使用者通勤手当表

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

	
�����������

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則

職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和��年人事委員会規則第	号）の一部を次のように改正する。

附則に次の�項を加える。


 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）の施行の日に昇格又は降格した職員

については、当該昇格又は降格がないものとした場合にその者が同日に受けることとなる給料月額を同日の前日に受け

ていたものとみなして第��条又は第��条の規定を適用する。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

号外第���号 平成��年��月��日(��)

自動車等の使用距離 通勤手当の額

片道キロメートル未満 �����円

片道キロメートル以上�キロメートル未満 �����円

片道�キロメートル以上��キロメートル未満 �����円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 �����円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ������円

片道��キロメートル以上 ������円



島 根 県 報

最高号給を超える給料月額等を受ける職員の給料の切替え等に関する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
���

最高号給を超える給料月額等を受ける職員の給料の切替え等に関する規則

（最高号給を超える給料月額の切替え等）

��� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において職員の給与に関する条例（昭和��年島根県条例

第�号。以下「条例」という。）別表第�から別表第�までの給料表に定める職務の級における最高の号給を超える給

料月額を受けていた職員の施行日における給料月額（以下「新給料月額」という。）は、次の式により算定した額とす

る。

��� 前条の規定により新給料月額を決定される職員に対する施行日以後における最初の条例第�条第	項ただし書又

は職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成�
年島根県条例第�号）附則第�項若しくは第項の規定の

適用については、その者の旧給料月額を受けていた期間（人事委員会の定める職員にあっては、人事委員会の定める期

間）をその者の新給料月額を受ける期間に通算する。

（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例第�条第�項の規定による給料月額の切替え）

��� 施行日の前日において一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成�
年島根県条例第�号）第�条第�項

の規定による給料月額を受けていた職員の新給料月額は、その者の旧給料月額に対応する次の表の新給料月額欄に定め

る給料月額とする。

（一般職の任期付職員の採用等に関する条例第�条第項の規定による給料月額の切替え）

��� 施行日の前日において一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成�
年島根県条例第	号）第�条第項の

規定による給料月額を受けていた職員の新給料月額は、その者の旧給料月額に対応する次の表の新給料月額欄に定める

給料月額とする。

� 


この規則は、平成��年��月�日から施行する。

号外第���号 平成��年��月��日 (�
)

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給との差額 ×

その者の施行日の前日における給料月 － 施行日の前日におけるその者の属する職務の級に
額（以下「旧給料月額」という。） おける最高の号給の額

施行日の前日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給と
＋

の差額

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給の額

旧給料月額 新給料月額

円

�������

�������

円

�������

�������

旧給料月額 新給料月額

円

�������

円

�������



島 根 県 報

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成��年��月��日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

��������	
���

県立学校の教育職員の給与に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の教育職員の給与に関する規則（昭和��年島根県人事委員会規則第��号）の一部を次のように改正する。

第��条の�の見出しを削り、同条を同条第�項とし、同条に第	項として次の	項を加える。

条例第�
条第�項第�号の人事委員会規則で定める額は、交通用具使用者通勤手当表（別表第��）の左欄に定める区

分に応じ、それぞれ同表の右欄に定める額とする。ただし、同条第	項第�号に規定する自動車以外を使用する職員に

あっては、同表に定める額の�分の	に相当する額（その額に�

円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた

額）とする。

第��条の��第�項に次の	号を加える。

� 前項各号に定める日が平成��年月	日から同年��月�
日までの間にある教育職員 同項中「に受けていた」とあ

るのは、「に係る給料及び扶養手当について県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成��

年島根県条例第��号）の施行の日における同条例第	条の規定による改正後の条例の規定によるものとした場合の」

とする。

第��条の��第�項に次の	号を加える。

� 条例第��条の�第	項に規定する異動又は学校の移転の日が平成��年月	日から同年��月�
日までの間にある教

育職員 前項中「受けていた」とあるのは、「係る給料及び扶養手当について県立学校の教育職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）の施行の日における同条例第	条の規定による改正後の条例

の規定によるものとした場合の」とする。

附則に次の	項を加える。

�
 県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）の施行の日に昇格又は

降格した教育職員については、当該昇格又は降格がないものとした場合にその者が同日に受けることとなる給料月額を

同日の前日に受けていたものとみなして第��条の�又は第��条の�の規定を適用する。

別表第��の�を次のように改める。

�������（第��条関係）

給料の調整額の調整基本額表

ア 大学教育職給料表

イ 高等学校等教育職給料表

号外第�
�号 平成��年��月��日(��)

職務の級 調 整 基 本 額

	 級
���


円（�号給にあっては��
��円、�号給にあっては����
円、号給にあっては�����円、�

号給にあっては�
����円、�号給にあっては�
����円）

� 級
����

円（	号給にあっては������円、�号給にあっては������円、�号給にあっては������

円）

� 級 ����

円（	号給にあっては������円、�号給にあっては������円）

 級 ����

円

職務の級 調 整 基 本 額

���

円（�号給にあっては�����円、�号給にあっては�����円、号給にあっては�����円、�



島 根 県 報

別表第��を次のように改める。

�����（第��条の�関係）

交通用具使用者通勤手当表

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

最高号給を超える給料月額を受ける教育職員の給料の切替え等に関する規則をここに公布する。

平成��年��月�	日

島根県人事委員会委員長 中 村 寿 夫

�	
����������

最高号給を超える給料月額を受ける教育職員の給料の切替え等に関する規則

号外第�
	号 平成��年��月�	日 (��)

� 級 号給にあっては����	円、号給にあっては��	�	円、�号給にあっては����	円、�号給にあって

は�����円、�号給にあっては	�
��円）

� 級

����

円（�号給にあっては�����円、�号給にあっては�����円、�号給にあっては	��	�円、�

号給にあっては	����円、号給にあっては	����円、�号給にあっては�
����円、�号給にあっ

ては�
��	
円、�号給にあっては������円）

� 級 ���	

円

� 級 ���


円

自動車等の使用距離 通勤手当の額

片道�キロメートル未満 ���

円

片道�キロメートル以上キロメートル未満 ���

円

片道キロメートル以上�
キロメートル未満 ���

円

片道�
キロメートル以上��キロメートル未満 ��	

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 �
��

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ����

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ����

円

片道��キロメートル以上�
キロメートル未満 ����

円

片道�
キロメートル以上��キロメートル未満 ���	

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ���


円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ���


円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ����

円

片道��キロメートル以上�
キロメートル未満 ����

円

片道�
キロメートル以上��キロメートル未満 �	��

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ���


円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ���


円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 ���	

円

片道��キロメートル以上�
キロメートル未満 ���	

円

片道�
キロメートル以上��キロメートル未満 ����

円

片道��キロメートル以上��キロメートル未満 �
��

円

片道��キロメートル以上 ����

円



平成��年��月��日 印刷
平成��年��月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

（送料共)

島 根 県 報

（最高号給を超える給料月額の切替え等）

��� この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において県立学校の教育職員の給与に関する条例（昭和

��年島根県条例第	号。以下「条例」という。）別表第�及び別表第
の給料表に定める職務の級における最高の号給

を超える給料月額（条例別表第
の備考の規定の適用を受ける教育職員にあっては、当該規定の適用がないものとした

場合の給料月額。以下同じ。）を受けていた教育職員の施行日における給料月額（以下「新給料月額」という。）は、

次の式により算定した額とする。

��� 前条の規定により新給料月額を決定される教育職員に対する施行日以後における最初の条例第��条第�項ただし

書又は県立学校の教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成��年島根県条例第��号）附則第
項若しく

は第�項の規定の適用については、その者の旧給料月額を受けていた期間（人事委員会の定める教育職員にあっては、

人事委員会の定める期間）をその者の新給料月額を受ける期間に通算する。

� �

この規則は、平成��年��月�日から施行する。

号外第���号 平成��年��月��日(�)

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給との差額 ×

その者の施行日の前日における給料月 － 施行日の前日におけるその者の属する職務の級に
額（以下「旧給料月額」という。） おける最高の号給の額

施行日の前日におけるその者の属する職務の級における最高の号給とその�号給下位の号給と
＋

の差額

施行日におけるその者の属する職務の級における最高の号給の額


